
青森県特別支援教育在り方検討会議（令和８年８月２６日(水)）

専門性の核となる教員を
育てる仕組みづくりについて

青森県教育庁学校教育課

1

資料６



特別支援学級担当教員の経験年数（令和元年度調査）
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（出典）青森県内小・中学校における特別支援学級、通級による指導に
関する実態調査報告書（令和２年５月）
県総合学校教育センター特別支援教育課 ※朱書きは学校教育課



特別支援学級担当教員の経験年数（令和元年度調査）
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（出典）青森県内小・中学校における特別支援学級、通級による指導に関する実態調査報告書（令和２年５月）
県総合学校教育センター特別支援教育課 ※朱書きは学校教育課

n=527

n=207

(15.6%) (11.2%) (9.5%) (8.3%) (6.6%) (23.5%) (25.2%)

(23.7%) (13.5%) (12.6%) (4.8%) (5.3%) (19.8%) (20.3%)

131 87 76 54 46 165 175



特別支援教育新担当教員研修講座の受講者数の推移（直近10年）
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県総合学校教育センター特別支援教育課調べ
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【対象】特別支援学級や通級指導教室を初めて担当する教員
【会場】県総合学校教育センター（※Ｒ２～４はオンライン開催）
【参考】スライド３の１年目の人数によると、Ｒ元年度は少なくとも131名（回収率75.9%）

いるはずだが、Ｒ元年度の受講者数は94名にとどまっている。

（年度）



特別支援教育（知的障がい、自閉症・情緒障がい等）
新担当教員実地研修の受講者数（直近３年）
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※学校教育課調べ

【対象】・特別支援学級（知的障がい、自閉症・情緒障がい等）を初めて担当する教員
・通級指導教室を初めて担当し、未受講の教員
・特別支援学級及び通級指導教室の担当経験が３年未満で未受講の教員 など

【会場】・教育事務所ごとに、管内の県立特別支援学校（知的障がい）１校
※複数回に分ける場合もあり

地区 東青 西北 中南 上北 下北 三八 全体

年度 小 中 計 小 中 計 小 中 計 小 中 計 小 中 計 小 中 計 小 中 合計

R5 23 7 30 15 9 24 16 7 23 17 21 38 5 4 9 11 17 28 87 65 152

R6 25 10 35 13 8 21 22 11 33 14 13 27 11 5 16 10 15 25 95 62 157

R7 29 9 38 12 8 20 26 9 35 19 9 28 9 5 14 9 12 21 104 52 156



特別支援学級等担当教員の研修等受講の割合（小学校）
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（出典）令和７年度特別支援教育体制
整備状況調査結果（文部科学省）



特別支援学級等担当教員の研修等受講の割合（中学校）
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（出典）令和７年度特別支援教育体制
整備状況調査結果（文部科学省）



特別支援学級等担当教員の研修等受講の割合（高等学校）
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（出典）令和７年度特別支援教育体制
整備状況調査結果（文部科学省）



特別支援教育重点枠

公立学校の教員採用試験において、特別支援教育への高い専門性や意欲を持つ人
材を優先的・重点的に採用するために設けられた特別な募集区分（選考枠）のこ
と。
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「特別支援教育重点枠
（＝特別支援教育推進枠）」とは

➢採用段階で専門性の方向性を明確にし、特別支援教育の中核的な役割を果たす人
材を計画的に確保することが見込める。

➢免許状保有の有無に加え、特別支援教育に関わる経験や志望動機を重視すること
で、将来的に学校内外で特別支援教育の中心的役割を担うことが期待される教員
を早期に確保することを目的とする。

（引用）大塚玲（2025）『公立学校教員採用試験における特別支援教育推進枠の導入と運用実態』P191



特別支援教育重点枠
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（引用）大塚玲（2025）『公立学校教員採用試験における特別支援教育推進枠の導入と運用実態』P189

導入状況（２０２４年度教員採用試験実施時点）

自治体区分 導入数 自治体名

都道府県
３／４７都道府県
（６．３％）

福島県、栃木県、
宮崎県

政令指定都市
６／２０市
（３０．０％）

相模原市、静岡市、
浜松市、大阪市、
岡山市、熊本市

合計
９／６７自治体
（１３．４％）

※福島県及び宮崎県は「小学校」、大阪市は「中学校」に校種を限定して実施。
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